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事務事業の外部評価結果をお知らせします

改
革
・
改
善
の
推
進
、「
新
し
い
公
共
経
営
」
の
構
築
を
目
指
し
て

問い合わせ　行政経営課　 38-2009

　本市では、平成12年度から事務事業評価に取り組んでいます。

　今年度は94事務事業の総合評価を実施し、将来の事務事業の方向性について検討を行いました。また、

市評価で改善を求められた事業を中心に53事務事業について、市民の目線、民間企業経営の視点等から

改革・改善の推進を図るため、有識者で構成する行政評価委員会による外部評価を行いました。

■行政活動の目的を明確にし、活動の結果や成果がどうだったのかを、一定の基準・視点

で評価します。

　【計画・予算】⇒【実施・決算】⇒【点検・評価】⇒【改革・改善】のＰＤＣＡマネジメ

ントによって、改革や改善につなげる仕組みです。

行政評価とは

芦屋市行政評価委員会

■行政評価システムの客観性と透明性を確保するとともに、簡素で効率的な行政経営を推

進するために第三者評価（外部評価）を実施しました。外部評価の委員会の構成は、以下の

とおりです。

【芦屋市行政評価委員会委員（敬称略）】
　■委 員 長　稲沢　克祐(関西学院大学専門職大学院経営戦略研究科教授)

　■副委員長　武久　顕也(監査法人トーマツ・パブリックセクター・マネージャー )

　■委　　員　牛田三千子(税理士)

　■委　　員　横山　直子(姫路獨協大学経済情報学部助教授)

評価結果（概要）

　委員会評価では、Ａ評価（計画どおり事務事業を進めることが適当）が1件（2％）、Ｂ評価（事業の進め方の

改善を検討）が33件（62％）、Ｃ評価（事業規模、内容、実施主体の見直し検討）が16件（30％）、Ｄ評価（事業の

抜本的見直し、休止、廃止の検討）が3件（6％）と、市評価に比べ厳しい評価結果となりました。

　■　行政評価の詳しい内容は、市ホームページのほか、市役所北館１階行政情報コーナー・ラポルテ市民サービスコーナー・図書館・公民館でもご覧いただけます。

■
委
員
会
評
価
の
対
象
と
評
価
の
視
点

　

今
年
度
の
芦
屋
市
行
政
評
価
は
、
昨
年
度

に
引
き
続
き
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
と
い
う
目
的

を
鮮
明
に
し
て
行
っ
た
も
の
で
す
。
平
成

十
六
年
度
評
価
で
、
Ａ
ま
た
は
Ｂ
評
価
を
付

し
た
事
務
事
業
の
内
、
市
の
二
次
評
価
で
見

直
し
、
改
善
が
必
要
と
さ
れ
た
事
業
を
対
象

に
評
価
を
行
い
ま
し
た
。

　

委
員
会
評
価
の
視
点
と
し
て
は
、
市
が
い

か
に
創
意
工
夫
し
て
事
務
事
業
の
改
善
を

進
め
て
き
た
か
と
い
う
点
を
ヒ
ア
リ
ン
グ

し
、
そ
の
進
捗
状
況
を
評
価
し
ま
し
た
。

■
委
員
会
意
見

①
相
対
的
評
価
に
よ
る
改
革
・
改
善
の
考
え

　

評
価
対
象
の
五
十
三
事
業
の
う
ち
、
Ｃ
・

Ｄ
評
価
に
つ
い
て
は
、
市
評
価
が
八
事
業

（
一
五
％
）
で
あ
っ
た
の
に
対
し
て
、
委
員
会

評
価
で
は
十
九
事
業
（
三
六
％
）
に
増
加
し

て
い
ま
す
。
こ
の
こ
と
は
、
方
法
改
善
を
示

す
市
評
価
に
対
し
て
、
委
員
会
評
価
は
、
民

間
化
を
含
め
て
更
な
る
改
革
・
改
善
を
求
め

る
も
の
と
な
っ
て
い
ま
す
。

②
二
〇
〇
七
年
問
題
と
市
民
協
働
の
視
点

　

団
塊
の
世
代
の
大
量
退
職
を
迎
え
る
中

で
、
生
き
が
い
づ
く
り
と
市
民
協

働
の
視
点
か
ら
、
共
に
公
共
サ
ー

ビ
ス
を
支
え
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
の

質
や
市
民
満
足
度
を
高
め
る
こ
と

が
で
き
な
い
の
か
、
な
ど
の
検
討

を
早
期
に
実
施
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。
加
え
て
、
事
業
の
方
向
性

は
顧
客
ニ
ー
ズ
に
基
づ
く
こ
と
が

基
本
で
あ
り
、
市
民
満
足
度
調
査

な
ど
の
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
し
、

現
状
を
正
し
く
把
握
す
る
こ
と
が

大
切
で
す
。

③
コ
ス
ト
の
把
握

　

コ
ス
ト
把
握
の
点
で
は
、
必
ず

し
も
ち
密
に
取
り
組
ま
れ
て
い
た

と
は
い
え
な
い
の
が
現
状
で
し
た
。
特
に
、

人
件
費
の
把
握
が
あ
い
ま
い
で
、
本
来
な
ら
、

人
件
費
を
日
報
に
よ
っ
て
管
理
す
る
よ
う

な
民
間
並
み
の
コ
ス
ト
管
理
を
行
う
必
要

が
あ
り
ま
す
。
間
接
費
に
つ
い
て
は
、
そ
の

削
減
努
力
を
怠
っ
て
い
た
り
、
委
託
料
の
見

直
し
を
し
な
い
ま
ま
実
施
し
て
い
る
事
業

が
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
を
低

下
さ
せ
る
こ
と
な
く
コ
ス
ト
を
削
減
で
き

る
余
地
は
多
く
あ
り
ま
す
。

■
今
後
目
指
す
べ
き
方
向
性
と
課
題

①
施
策
評
価
、
政
策
評
価
へ
の
展
開

　

複
数
の
事
務
事
業
が
組
み
合
わ
さ
れ
、
相

互
補
完
と
相
乗
効
果
に
よ
っ
て
、
住
民
福
祉

の
向
上
と
い
う
成
果
を
生
み
出
し
て
い
ま

す
。
今
後
は
、
施
策
や
政
策
と
い
っ
た
ま
と

ま
っ
た
単
位
ご
と
に
全
体
を
見
て
、
一
つ
ひ

と
つ
の
事
務
事
業
の
相
対
的
重
要
性
、
目
標
、

実
施
内
容
を
整
理
し
、
戦
略
的
な
行
政
経
営

に
活
か
す
こ
と
が
必
要
で
す
。

②
財
政
計
画
、
実
施
計
画
、
予
算
編
成
と
の

　

連
動

　

こ
の
改
革
・
改
善
の
効
果
を
示
す
方
法
と

し
て
、
単
年
度
予
算
編
成
や
中
期
財
政
計
画

へ
の
反
映
が
あ
り
ま
す
。
限
り
あ
る
資
源

が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
事
務
事
業
に
手
立

て
で
き
る
よ
う
に
、
実
施
計
画
・
財
政
計
画
・

行
政
評
価
の
三
つ
が
一
体
と
な
っ
て
連
携

す
る
仕
組
み
づ
く
り
が
必
要
で
す
。

③
新
し
い
公
共
経
営
へ
の
展
開

　

民
間
の
経
営
理
念
・
ノ
ウ
ハ
ウ
・
活
力
等

を
可
能
な
限
り
公
共
部
門
に
導
入
す
る
こ

と
に
よ
っ
て
公
共
部
門
の
刷
新
と
活
性
化

を
図
る
「
新
し
い
公
共
経
営
（
ニ
ュ
ー
・
パ

ブ
リ
ッ
ク
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
）
」
に
よ
る
行

政
改
革
が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

芦
屋
市
で
は
、
す
で
に
、
新
し
い
公
共
経

営
の
取
り
組
み
を
進
め
て
き
て
い
る
と
こ

ろ
で
す
が
、
さ
ら
に
、
そ
の
方
向
性
を
確
認

し
て
進
め
て
い
く
べ
き
と
き
で
す
。

④
顧
客
サ
ー
ビ
ス
を
目
指
し
た
組
織
づ
く
り

　

総
合
計
画
の
目
標
に
向
か
っ
て
、
現
場
な

ど
住
民
に
直
接
的
に
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す

る
組
織
に
資
源
配
分
権
限
を
委
譲
し
、
こ
れ

ら
の
組
織
が
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
能
力
を
向
上

さ
せ
、
戦
略
的
に
事
務
事
業
を
推
進
す
る
こ

と
が
時
代
の
趨
勢
に
な
り
つ
つ
あ
り
ま
す
。

　

原
課
や
現
場
へ
の
権
限
委
譲
を
進
め
る

と
と
も
に
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
者
で
あ

る
市
民
の
立
場
に
軸
足
を
置
い
た
施
策
展

開
が
で
き
る
よ
う
に
、
顧
客
主
義
に
根
ざ
し

た
組
織
体
制
へ
と
刷
新
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

⑤
市
民
協
働
を
推
進
す
る
こ
と

　

市
で
策
定
さ
れ
た
市
民
参
画
協
働
指
針

に
沿
っ
て
、
市
民
と
行
政
が
協
働
し
て
質
の

高
い
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
効
率
的
に
実
施
し
、

市
民
の
満
足
度
を
高
め
て
い
く
こ
と
が
重

要
に
な
り
ま
す
。

　

自
治
体
が
有
す
る
経
営
資
源
を
民
間
や

市
民
団
体
・
Ｎ
Ｐ
Ｏ
に
委
ね
る
こ
と
か
ら
、

新
し
い
関
係
を
構
築
し
て
い
く
こ
と
が
課

題
と
な
っ
て
き
ま
す
。

⑥
職
員
の
意
識
改
革

　

職
員
の
人
材
育
成
に
組
織
を
挙
げ
て
取

り
組
み
、
職
員
一
人
ひ
と
り
が
ス
ペ
シ
ャ
リ

ス
ト
と
し
て
、
自
ら
の
能
力
を
限
り
な
く
高

め
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
や
市
民
協
働
に

努
め
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

行
政
評
価
委
員
会
の
総
括
コ
メ
ン
ト
（
一
部
抜
粋
）

総合

評価

Ａ 義務教育児童生徒就学援助費(国庫補助対象外)

自主防災組織の設置･育成、空き缶等散乱防止事業、国民

健康保険事業、環境処理センターの維持管理・整備事業、災

害援護資金償還事務、子育てセンター運営事業、介護保険

料の賦課･徴収、市営住宅等改良改修工事、公園樹･街路樹

維持･管理、私立幼稚園就園奨励費補助金、青少年保護対策

事業(芦屋市留守家庭児童会事業)、図書館運営事業(収集

整理利用)など

工事および工事に係る設計業務委託等の入札契約事務、

その他外国人交流支援等、湾岸道路に関する環境対策、観

光事業、消費生活相談事業、プレ親学級(教室)、乳幼児健康

診査、奥山処理区統合下水道整備、市内文化財の保護など

廃棄物の減量･資源化促進事業(リサイクル推進)、地域防

災拠点整備事業、私立幼稚園就園奨励補助金(保護者負担

軽減)

Ｂ

合計

Ｃ

Ｄ

事業数 構成比率

委員会評価（外部評価）
主な事務事業

市評価（内部評価）

事業数 構成比率
 0％  0件  1件  2％

45件

  3件

  5件

 53件

 9％

100％

33件

16件

  3件

 53件 100％

62％85％

30％ 6％

 6％


